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第116回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第116回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席下さいますようご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成29年６月28日（水曜日）午後５時15
分までに議決権を行使いただきたくお願い申し上げます。
〔書面による議決権行使の場合〕
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するよう
にご返送下さい。
〔電磁的方法（インターネット）による議決権行使の場合〕
　２頁に記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認のうえ、上記の行使期限までに
議決権を行使して下さい。

　 敬具
記

　

１. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２. 場 所 東京都中央区日本橋浜町三丁目22番１号

日本橋浜町Ｆタワープラザ３階 Ｆタワープラザホール
（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項

(1) 第116期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

(2) 第116期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以上
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願

い申し上げます。
◎ 本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参

考 書 類 に 修 正 が 生 じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
(http://www.azumaship.co.jp/）において掲載させていただきます。
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[インターネットによる議決権行使のご案内]
　
インターネットにより本総会の議決権を行使される場合は、予め次の事項をご了承い
ただきますよう、お願い申し上げます。
　
１．議決権行使ウェブサイトについて
　 インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサ

イトをご利用いただくことによってのみ可能です。なお、議決権行使ウェブサイ
トは携帯電話を用いたインターネットではご利用いただけませんのでご了承下さ
い。

　 [議決権行使ウェブサイトＵＲＬ] http://www. w
ウェブ

eb5
行使

4.net
　
２．議決権行使のお取扱いについて
　 （１）インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙

に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画
面の案内に従って賛否をご入力下さい。

　 （２）議決権の行使期限は、株主総会開催日前日の平成29年６月28日（水曜日）午
後５時15分までに行使されますようお願いいたします。

　 （３）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インタ
ーネットによる議決権行使を有効なものといたします。

　 （４）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた
ものを有効といたします。

　 （５）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の
料金（接続料等）は、株主様のご負担となります。

　
３．議決権行使コード及びパスワードのお取扱いについて
　 （１）パスワードは行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要

な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱い下さい。
　 （２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの

再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続き下さい。
　 （３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コード及びパスワードは、本

総会に限り有効です。
　
４．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせについて
　 （１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、

下記にお問い合わせ下さい。
　 三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
　 [電話]0120-652-031（受付時間 9:00～21:00）

　 （２）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
①証券会社に口座をお持ちの株主様

　 証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問い合わせ
下さい。

②証券会社に口座をお持ちでない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
　 三井住友信託銀行 証券代行事務センター
　 [電話]0120-782-031（受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）

　
以上
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当期におけるわが国経済は、企業業績や雇用・所得環境の改善が続いているも

のの、個人消費は足踏み傾向が続き、また、海外における不確実性の高まりや金

融資本市場の変動による影響から不安定な状況で推移しました。

物流業界では、設備投資の伸び悩み等から生産関連貨物が減少した一方、消費

関連貨物は個人消費に停滞感が残るものの小幅な伸びとなり、建設関連貨物は住

宅投資が増加したものの公共投資が低迷したことから横ばいで推移しました。

また、国際貨物輸送では、輸出は、中国経済が最悪期を脱したため、通期では

横ばいとなりました。輸入は、消費マインドに力強さを欠き低調な荷動きとなり

ました。

このような環境の下、当社グループは、「すべてのステークホルダーの満足度向

上」を掲げた「16中期経営計画」の最終年度を迎え、(1)事業基盤の再構築、(2)

新規事業の創出、(3)人財の育成という３つの重点方針に基づき、企業価値の向上

を目指した施策に取り組んでまいりました。

以上の結果、当期の当社グループ営業収益は、３８０億３千５百万円と前期に

比べ７億４千万円（1.9％）の減収となり、営業利益は７億１千９百万円と前期に

比べ３千３百万円（4.5％）の減益となり、経常利益は７億６千１百万円と前期に

比べ２千万円（2.7％）の減益となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、５億５百万円と前期に比べ

２億９千３百万円（36.8％）の減益となりました。
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　当期における事業別の概況は、次のとおりです。

＜物流事業＞

物流事業部門におきましては、国際貨物について、モンゴル向けの貨物が増加

したものの、中央アジア・ロシア向けの油井管の取扱量や中国・東南アジアから

の海上コンテナの取扱量が減少しました。

また、国内貨物につきましては、輸出入関連作業が増加したほか、セメント関

連製品及び建材輸送関連貨物の輸送量が堅調に推移したものの、一部倉庫の稼働

率が低迷しました。

これらの結果、物流事業全体の営業収益は、２７３億８千９百万円と前期に比

べ９千万円（0.3％）の減収となりました。

＜海運事業＞

海運事業部門におきましては、船舶の大型化等、収益改善に取り組んだものの、

国内における建設発生土及びセメント等の取扱量が減少しました。

これらの結果、海運事業全体の営業収益は、１０２億３千９百万円と前期に比

べ６億５千２百万円（6.0％）の減収となりました。

＜不動産事業＞

不動産事業部門におきましては、修繕費が減少し、賃料の改定にも取り組みま

した。

これらの結果、不動産事業全体の営業収益は、４億６百万円と前期に比べ２百

万円（0.5％）の増収となりました。
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事業別の営業収益及び構成比は、次のとおりです。

事 業 別 営 業 収 益 構 成 比

物 流 事 業 27,389百万円 72.0％

海 運 事 業 10,239百万円 26.9％

不 動 産 事 業 406百万円 1.1％

合 計 38,035百万円 100.0％

　

　(2) 設備投資等の状況

当期は、設備投資として、貨物自動車を始めとした輸送設備・荷役機器等の購

入、情報システムの追加・改善及び植物工場の増築等を実施いたしました。

これらの総額は、８億２千万円であり、自己資金及び借入金で賄いました。

　次期の主な設備投資としては、輸送・荷役機器の購入、倉庫の機能強化等を予

定しております。

　

　(3) 資金調達の状況

当期は、長期借入金及び短期借入金により３９億６千５百万円を資金調達いた

しました。

一方、長期借入金及び短期借入金を４０億６千２百万円返済いたしました。

この結果、当社グループの連結有利子負債残高は、１０６億１千７百万円と前

期に比べ１億８千万円減少いたしました。
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　(4) 対処すべき課題

平成29年度のわが国経済は、中国経済の持ち直しが期待されるものの、朝鮮半

島をはじめとした海外における政治・経済の不確実性の高まりが懸念される等、

不透明な状況で推移するものと予想されます。

このような事業環境の下、当社グループでは平成29年３月期を最終年度とした

「16中期経営計画」を総括し、「次期中期経営計画」の策定に向けて取り組んでま

いります。

当社グループは、平成30年３月期を『総合物流企業 AZUMA』の実現に向け、「16

中期経営計画」と平成31年３月期を初年度とする「次期中期経営計画」を繋ぐ重

要な橋渡しの１年間と位置付け、単年度社長方針として「営業収益の拡大と経常

利益率の向上」「不採算部門の改善」「海外子会社の再構築」「安全管理の強化」を

重要課題として掲げ、企業価値向上を目指してグループが一丸となり取り組みま

す。

同時に、「16中期経営計画」を総括し、成果及び反省点を把握し検証することに

より、「次期中期経営計画」において取り組むべき課題を抽出します。これによ

り、当社グループが目指す『総合物流企業 AZUMA』の実現に向けた次のステップ

たる「次期中期経営計画」を策定し、企業価値向上を目指した更なる飛躍に挑戦

します。

株主の皆様には、今後とも、当社グループに格別のご理解と、一層のご支援を

賜りますようお願い申し上げます。
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　(5) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
平成25年度
第113期

平成26年度
第114期

平成27年度
第115期

平成28年度
第116期(当期)

営 業 収 益 40,951百万円 41,060百万円 38,776百万円 38,035百万円

経 常 利 益 932百万円 975百万円 782百万円 761百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 432百万円 705百万円 798百万円 505百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 15.23円 24.85円 28.73円 18.16円

純 資 産 13,104百万円 13,861百万円 14,349百万円 14,973百万円

総 資 産 34,540百万円 36,117百万円 34,823百万円 35,750百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 455.95円 493.71円 511.72円 533.42円

（注） １株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額につきましては、小数点第三位を四捨五
入して表示しております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
平成25年度
第113期

平成26年度
第114期

平成27年度
第115期

平成28年度
第116期(当期)

営 業 収 益 34,774百万円 35,093百万円 32,619百万円 31,973百万円

経 常 利 益 861百万円 943百万円 747百万円 690百万円

当 期 純 利 益 356百万円 539百万円 510百万円 404百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 12.53円 18.99円 18.35円 14.54円

純 資 産 12,006百万円 12,560百万円 12,857百万円 13,353百万円

総 資 産 30,171百万円 29,240百万円 29,269百万円 30,265百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 422.59円 451.64円 462.34円 480.17円

（注） １株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額につきましては、小数点第三位を四捨五
入して表示しております。
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　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。
　

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

近 畿 港 運 株 式 会 社 40百万円 61.7％ 港 湾 運 送 業

イースタンマリンシステム株式会社 50百万円 100％ 船 舶 貸 渡 業

豊 前 久 保 田 海 運 株 式 会 社 10百万円 100％ 内 航 海 運 業

東 カ イ ウ ン 商 事 株 式 会 社 10百万円 100％ 労 働 者 派 遣 業

ア ヅ マ ・ ロ ジ テ ッ ク 株 式 会 社 100百万円 100％ 貨 物 自 動 車 運 送 事 業

関 東 エ ア ー カ ー ゴ 株 式 会 社 30百万円 100％ 貨 物 自 動 車 運 送 事 業

A Z M M A R I N E S.A. 1,000USドル 100％ 外 航 海 運 業

タ ン デ ム ・ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 50百万円 51.0％ 国 際 複 合 一 貫 輸 送 業

東華貨運代理（青島）有限公司 640万人民元 100％ 国 際 貨 物 輸 送 代 理 業

（注） 平成29年４月に、子会社である「関東エアーカーゴ株式会社」が存続会社として、「東カ
イウン商事株式会社」を吸収合併いたしました。

　

(7) 主要な事業内容

① 物 流 事 業

港 湾 運 送 業 海運貨物の受渡、港湾荷役、艀運送及び荷捌保管業務

陸 上 運 送 業 一般貨物自動車、大型トレーラ車、バラセメント車等

による貨物の運送及びコンテナ輸送並びに引越業務

倉 庫 業 寄託貨物の倉庫における保管業務

倉庫・工場内作業請負業 得意先の倉庫・工場内における貨物の保管、移動、

梱包及び搬出入業務

通 関 業 輸出入貨物の税関に対する通関手続代行業務

航 空 貨 物 取 扱 業 航空貨物の集貨、受渡などの取扱業務

船 舶 代 理 店 業 内外船社の運航及び集貨の代理店業務

国際複合一貫輸送業 輸出入貨物の海外一貫輸送の取扱業務

② 海 運 事 業

海 運 業 セメント専用船並びに一般貨物船による内航及び外

航輸送業務

③ 不 動 産 事 業

不 動 産 業 不動産の賃貸業務

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 17時35分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(8) 主要な営業所

① 当 社

名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 中 央 区

京 浜 事 業 部 東 京 都 大 田 区

関 東 事 業 部 千 葉 県 千 葉 市

中 部 事 業 部 愛 知 県 名 古 屋 市

九 州 事 業 部 福 岡 県 北 九 州 市

国 際 事 業 部 東 京 都 中 央 区

海 運 事 業 部 東 京 都 中 央 区

東 京 陸 運 事 業 部 東 京 都 江 東 区
（注） 平成29年４月に、国際事業部を本社営業本部に統合し、廃止いたしました。

② 子会社
　

名 称 所 在 地

近 畿 港 運 株 式 会 社 大 阪 府 大 阪 市

イースタンマリンシステム株式会社 大 分 県 大 分 市

豊 前 久 保 田 海 運 株 式 会 社 福 岡 県 北 九 州 市

東 カ イ ウ ン 商 事 株 式 会 社 東 京 都 中 央 区

アヅマ・ロジテック株式会社 東 京 都 江 東 区

関 東 エ ア ー カ ー ゴ 株 式 会 社 埼 玉 県 さ い た ま 市

A Z M M A R I N E S.A. パナマ共和国 パ ナ マ 市

タンデム・ジャパン株式会社 神 奈 川 県 横 浜 市

東華貨運代理（青島）有限公司 中華人民共和国 青 島 市
（注） 平成29年４月に、子会社である「関東エアーカーゴ株式会社」が存続会社として、「東カ

イウン商事株式会社」を吸収合併いたしました。
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(9) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減数

780名 21名減

(注) 従業員数には、臨時従業員182名が含まれておりません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減数

516名 17名減

(注) 従業員数には、臨時従業員155名が含まれておりません。

　

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,341百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,314百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,473百万円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,153百万円

株 式 会 社 山 口 銀 行 792百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 760百万円
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 96,000,000株

(2) 発行済株式の総数 28,923,000株(自己株式1,112,663株含む)

(3) 株 主 数 11,727名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

太 平 洋 セ メ ン ト 株 式 会 社 11,100千株 39.9％

鈴 与 建 設 株 式 会 社 3,800千株 13.7％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,145千株 4.1％

む さ し 証 券 株 式 会 社 960千株 3.5％

株 式 会 社 商 船 三 井 880千株 3.2％

鈴 与 商 事 株 式 会 社 555千株 2.0％

鈴 与 株 式 会 社 444千株 1.6％

三井住友海上火災保険株式会社 400千株 1.4％

東 海 運 持 株 会 305千株 1.1％

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託B口） 302千株 1.1％

（注）1. 持株比率は、自己株式を除き、小数点第二位を四捨五入して計算しております。
2. 当社は、自己株式1,112,663株を保有しておりますが上記大株主から除いております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地 位 担 当 重要な兼職の状況

壁 谷 泰 雄 代表取締役社長

永 沼 良 隆 取締役専務執行役員 人事部、経理部担当
横浜液化ガスターミナル株式
会社代表取締役副社長

内 藤 為 紀 取締役常務執行役員 中部事業部、特命事項担当

森 泉 祐 輔 取締役常務執行役員 海外企画部、国際事業部担当

山 崎 隆 平 取締役常務執行役員
経営戦略部、監査部、総務法
務部担当

長 島 康 雄 取締役常務執行役員 物流営業部、京浜事業部担当

前 田 安 彦 取締役常務執行役員
海運事業部、東京陸運事業部
担当

菊 池 直 樹 取締役執行役員
関東事業部、九州事業部担当
物流営業部長

柳 田 祥 一 取締役執行役員 京浜事業部長

彌 冨 悠 子 取 締 役 弁護士

大 杉 秀 雄 取 締 役 公認会計士

松 本 一 朗 常 勤 監 査 役

齋 藤 宏 監 査 役
弁護士、チッソ株式会社社外
監査役

佐 藤 忠 弘 監 査 役

(注) 1. 取締役彌冨悠子氏及び大杉秀雄氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。

2. 監査役松本一朗氏及び齋藤 宏氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 取締役彌冨悠子氏及び大杉秀雄氏並びに監査役松本一朗氏及び齋藤 宏氏は、東京証券

取引所に届け出ている独立役員であります。
4. 監査役松本一朗氏は、太平洋セメント株式会社の管理部門並びに小野田化学工業株式会

社及び株式会社エーアンドエーマテリアルの経営において、長年にわたり経験を培われ
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
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5.平成29年４月１日付で、次のとおり異動がありました。

氏 名
会社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

異動前 異動後

壁 谷 泰 雄 代表取締役社長 取締役会長

永 沼 良 隆

取締役専務執行役員
人事部、経理部担当
横浜液化ガスターミナル株式会社代表
取締役副社長

取締役
人事部、経理部担当
横浜液化ガスターミナル株式会社代表
取締役副社長

内 藤 為 紀
取締役常務執行役員
中部事業部、特命事項担当

取締役
特命事項担当

森 泉 祐 輔
取締役常務執行役員
海外企画部、国際事業部担当

取締役常務執行役員
海外企画部担当

山 崎 隆 平
取締役常務執行役員
経営戦略部、監査部、総務法務部担当

取締役常務執行役員
経営戦略部、監査部、総務法務部、ア
グリ事業推進部担当

長 島 康 雄
取締役常務執行役員
物流営業部、京浜事業部担当

代表取締役社長
営業本部管掌

前 田 安 彦
取締役常務執行役員
海運事業部、東京陸運事業部担当

取締役常務執行役員
京浜事業部、中部事業部、九州事業
部、海運事業部、東京陸運事業部担当

菊 池 直 樹
取締役執行役員
関東事業部、九州事業部担当
物流営業部長

取締役執行役員
関東事業部担当
営業本部長

　

　(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項に定める賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、600万円又は法

令に定める最低限度額のうちいずれか高い額となります。

　

　(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 11名 259,503千円

監査役 ３名 26,016千円

（うち社外 ４名 30,819千円）
（注） 上記の他、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの期間において、使用人兼務

役員に支払った使用人給与相当額は以下のとおりです。
　
　 取締役 ２名 7,212千円
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　(4) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の社外役員の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役齋藤 宏氏は、チッソ株式会社の社外監査役であります。

なお、当社とチッソ株式会社との間には、特別な関係はありません。

② 社外役員の事業年度中の主な活動状況

取締役彌冨悠子氏は、当期において開催された取締役会21回のうち21回に出

席し、必要に応じて、主に弁護士としての専門的見地から、当社の企業法務及

び経営実務についての発言を行っております。

取締役大杉秀雄氏は、社外取締役就任後、当期において開催された取締役会

16回のうち16回に出席し、必要に応じて、主に公認会計士としての専門的見地

から、当社の企業財務及び会計分野についての発言を行っております。

監査役松本一朗氏は、当期において開催された取締役会21回のうち21回に、

また、監査役会21回のうち21回に出席し、主に他社の取締役としての経験を踏

まえ、議案審議等に際し、適宜発言を行っております。

監査役齋藤 宏氏は、当期において開催された取締役会21回のうち16回に、

また、監査役会21回のうち17回に出席し、必要に応じて、主に弁護士としての

専門的見地から、当社のコンプライアンス体制の構築及び改善についての発言

を行っております。
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5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人
　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 会計監査人としての報酬等の額

　 37,500千円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　 37,500千円
(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠等を
確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

　
　(3) 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明以外の業

務を委託しておりません。
　

　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会

は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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6. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において上記の体制について、決議いたしました。

当社は、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、法令遵守を確保するため、

コーポレートガバナンスと有機的に一体となった内部統制システムを以下の方針

に基づき整備するものとし、既存の規程、組織及び運用方法を継続的に改善いた

します。

① 役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、法令、定款はもちろんのこと、経営理念、行動指針、社内規程を始め

企業倫理を遵守し、自律的に管理できる企業風土を醸成するための体制を整備す

るものといたします。

　具体的には、コンプライアンス規程、内部通報規程、コンプライアンスマニュ

アルに基づき、コンプライアンス委員会を中心に、計画の策定、その実施・確認、

社内通報への対応、法令違反事件についての調査・是正措置及び再発防止策の実

施並びにそのフォローアップ、社内教育などを行います。

また、当社は、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮

断するとともに、警察や公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会などと

連携し、反社会的勢力の排除に協力いたします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、透明で公正な事業活動を行うため、法令、定款、証券取引所規則及び

社内規程に基づき情報を適切に管理できる体制を整備するものといたします。

　具体的には、取締役会規程、常務会規程、文書管理規程、情報セキュリティ基

本規程、個人情報保護規程などに基づき、文書を始め種々の情報を適切に取得、

作成、処理、保管・保存及び廃棄いたします。

　また、円滑な情報伝達のため、コンピュータシステム及びネットワークを整

備・活用し、電子文書管理システムを導入するなど、情報が迅速且つ効率的に共

有できる仕組みを整備して行くものといたします。

さらに、当社は上場企業として、市場から信頼を得るため、東京証券取引所が

定める適時開示規則及び社内で定める情報開示基本方針に基づき、会社情報の適

時・適切な開示を行うとともに、インサイダー情報についても、インサイダー情

報管理規程に基づき適切に管理するものといたします。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社の企業価値の最大化と継続的発展を阻害するリスクを適切にコン

トロールするとともに、リスクが顕在化した場合において、適切な活動をもって

対応することにより、当社の被害を最小限とするため、リスク管理体制を整備す

るものといたします。

　具体的には、リスク管理基本方針、リスク管理規程に基づき、リスク管理委員

会を推進組織として、その適切な運用を図るものといたします。

　また、契約の締結にあたっては、社内に設置した法務委員会が内容の審査を行

うものといたします。

　さらに、経理規程、防災規程、与信管理規程、情報セキュリティ基本規程、安

全衛生管理規程などにより、個別の重大なリスクに対応するものといたします。

　

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役による取締役会での意思決定、それに基づく業務執行及びその

職務執行の監督が効率的に行われるよう、コーポレートガバナンスを適切に構築

するとともに、業務執行に係る組織及び戦略に関する体制を整備するものといた

します。

　具体的には、意思決定については、取締役会規程及び常務会規程に基づき、適

正な手続きにより行うものといたします。また、取締役会の事前検討機関として

常務会を設置することなどで、意思決定が効率的に行われる仕組みといたします。

　業務執行については、業務規程、職務権限・責任規程に基づき、部・事業部な

どの組織を整備するとともに、代表取締役から各ライン、末端までの業務の委任

関係について責任と権限を明確にし、業務執行が効率的に実施できる体制といた

します。また、当社は、経営戦略を具体化するために、中期経営計画を策定し、

それを事業年度ごとの年度計画に落とし込み、予算制度や人事制度とリンクした

形で各部門以下に下方展開するものといたします。

職務執行の監督については、内部監査規程に基づき、監査部が、内部監査組織

として監査を行うことなどにより、その効率性を確保するものといたします。

　

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における内部統制システム

当社は、当社グループ各社の自立性を尊重する中で、経営戦略を共有化し、グ

ループの企業価値を持続的に向上できるよう、グループにおける内部統制システ

ムを整備するものといたします。

イ 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

　当社は、当社が定める関係会社管理規程により、子会社の財務諸表、事業報

告その他の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について当社への定期的

な報告を義務付けるものといたします。
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　また、子会社社長が出席する各種会議体などの場を利用し、情報交換を行う

中でグループ経営を推進するものといたします。

ロ 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、リスク管理委員会を開催し、子会社におけるリスクの把握及び管理

に努めるものといたします。

　子会社は、重大な危機が発生した場合、直ちに当社のリスク管理委員会に報

告し、当社は事案に応じた支援を行うものといたします。

　また、子会社は、リスク管理に係る体制を整備し、当社はその適正な運用を

確保するため、子会社の役職員に対してリスク管理に関する研修などを行うも

のといたします。

ハ 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

　当社は、グループ経営の円滑且つ確実な推進のため当社における子会社の担

当取締役及び所管部署を選任し、子会社との密接な連携のもと、必要な助言・

提言を行うものといたします。

　また、当社はグループ中期経営計画を策定し、子会社に展開し、グループ全

体の効率的な運営を行うものといたします。

ニ 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

　当社は、当社より取締役又は監査役を子会社に配置し、子会社の役職員の業

務執行の状況について把握するとともに、当社の内部監査部門による内部監査

を実施することにより、業務の適正を確保するものといたします。

　また、子会社は、法令遵守に係る体制を整備し、当社はその適正な運用を確

保するため、子会社の役職員に対してコンプライアンスに関する研修などを行

うものといたします。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

当社は、監査役からその職務を補助するための使用人を置くことを求められた

場合、その請求の趣旨を尊重し、適切に対応するものといたします。

⑦ 監査役を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査役を補助する使用人を置くものとした場合、監査役監査が適正に

行われるよう、取締役からの独立性を確保するものといたします。
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⑧ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役を補助する使用人を置くものとした場合、当該使用人の異動、

処遇、懲戒について監査役と事前協議のうえ、実施するものといたします。

⑨ 監査役に報告するための体制

イ 当社の役職員が当該監査役設置会社の監査役に報告をするための体制

　当社は、監査役監査が適時・適切な情報に基づき行われることを担保するた

め、必要な情報をタイムリーに監査役に対し報告できる体制を整備するものと

いたします。

　具体的には、監査役が常務会などの重要な会議に出席できる体制とするもの

といたします。

　また、決裁書、重要な報告書・議事録などを監査役が回覧・閲覧する仕組み

とするものといたします。

　さらに、監査役が、ＣＳＲ統括委員会、コンプライアンス委員会、リスク管

理委員会、危機対策本部などにオブザーバーとして出席できるものとし、会社

に生じた重要な事実についても、監査役に対して迅速に報告できる体制とする

ものといたします。

ロ 当社の子会社の役職員及び役職員より内部通報を受けた者が当社の監査役に

報告をするための体制

　当社は、子会社の役職員がその業務執行に関し監査役から報告を求められた

場合、迅速に報告できる体制を整備するものといたします。

　また、コンプライアンス委員会は、子会社の役職員からの内部通報について、

監査役に迅速に報告するものといたします。

⑩ 前項の内部通報をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は、子会社の役職員が監査役に当該報告を行ったことを理由として、当該

役職員に対して不利益な取扱いをしないものといたします。

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、会社法第388条の規定に基づく費用

の前払い又は償還の手続をした場合又は会計監査人・弁護士、その他の社外専門

家に対して相談する場合、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、そ

の費用を負担するものといたします。
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⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査役との情報交換を適宜行い、監査役が監査を行う上で必要な意見、

要望、提案などを提出できる体制を整備するものといたします。

　具体的には、取締役会、常務会の席上はもちろん、日常において、監査役と取

締役とが適宜情報交換できる環境を整備するものといたします。

　

7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンスに対する取組み

当社は、コンプライアンス委員会を定例開催し、当社グループのコンプライア

ンスの遵守の状況を定期的に確認し、継続的な改善を図るとともに、従業員を対

象にコンプライアンスに関する教育を実施し、コンプライアンスの意識の向上を

図りました。

また、当社は内部通報規程により内部通報窓口を設置し、法令違反その他のコ

ンプライアンス違反に関する通報を可能とすることによりコンプライアンスの実

効性の確保を図りました。

② 取締役の職務執行の情報の保存及び管理に対する取組み

当社は、取締役会議事録、付議書その他の業務執行に関する文書について、法

令及び社内規程に基づき、情報の適切な保存、管理を行いました。

③ リスク管理に対する取組み

当社は、リスク管理委員会を定例開催し、当社グループのリスク管理の状況を

定期的に確認し、的確に対応いたしました。

④ 取締役の職務執行の適正及び職務執行が効率的に行われることに対する取組み

当社は、取締役会規程に基づき、取締役会を原則として月に１回以上開催し、

法令、定款及び社内規程に定められた業務執行に係る重要事項の審議し、決定す

るとともに経営の透明性、健全性を図りました。
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⑤ 当社グループにおける業務の適正の確保に対する取組み

当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ会社の経営を管理するとともに、

当社の内部監査部門によるグループ会社の業務監査を定期的に実施し、業務の適

正性を確保しました。

当社は、グループ会社の経営責任者を含めた経営会議を定例開催し、経営状況

の把握や重要事項の検討を行いました。

⑥ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための取組み

当社の監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準及び内部統制システムに係

る監査実施基準に基づき、取締役会等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見

を述べるとともに、会計監査人、内部監査部門と連携することで、監査の実効性

の向上を図りました。
----------------------------------------------------------------------------
【備考】

百万円単位及び千円単位の記載金額並びに千株単位の株式数は、それぞれ単位未満を切り捨てて表

示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 12,071,640 流 動 負 債 11,223,922

現 金 及 び 預 金 3,992,753 営 業 未 払 金 4,003,157

受取手形及び営業未収金 6,685,723 短 期 借 入 金 4,666,468

貯 蔵 品 136,175 リ ー ス 債 務 430,256

繰 延 税 金 資 産 181,211 未 払 法 人 税 等 266,401

そ の 他 1,077,761 繰 延 税 金 負 債 159

貸 倒 引 当 金 △1,985 賞 与 引 当 金 351,767

固 定 資 産 23,678,779 そ の 他 1,505,711

有 形 固 定 資 産 18,267,462 固 定 負 債 9,553,438

建 物 及 び 構 築 物 4,324,990 長 期 借 入 金 5,662,745

機械装置及び運搬具 44,479 リ ー ス 債 務 883,552

船 舶 2,976,507 退職給付に係る負債 1,452,694

土 地 9,974,228 特 別 修 繕 引 当 金 72,206

リ ー ス 資 産 913,015 繰 延 税 金 負 債 862,584

建 設 仮 勘 定 739 資 産 除 去 債 務 106,812

そ の 他 33,501 そ の 他 512,843

無 形 固 定 資 産 1,778,619 負 債 合 計 20,777,360

リ ー ス 資 産 275,062 純 資 産 の 部

そ の 他 1,503,557 株 主 資 本 14,162,808

投 資 そ の 他 の 資 産 3,632,697 資 本 金 2,294,985

投 資 有 価 証 券 3,271,409 資 本 剰 余 金 1,506,024

長 期 貸 付 金 4,266 利 益 剰 余 金 10,675,296

長 期 前 払 費 用 3,753 自 己 株 式 △313,497

繰 延 税 金 資 産 19,216 その他の包括利益累計額 671,875

そ の 他 383,325 その他有価証券評価差額金 803,351

貸 倒 引 当 金 △49,274 為 替 換 算 調 整 勘 定 14,735

退職給付に係る調整累計額 △146,211

非支配株主持分 138,376

純 資 産 合 計 14,973,059

資 産 合 計 35,750,420 負 債 純 資 産 合 計 35,750,420
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

　 (単位：千円)
科 目 金 額

営 業 収 益

物 流 事 業 収 益 27,389,733

海 運 事 業 収 益 10,239,674

不 動 産 事 業 収 益 406,516 38,035,924

営 業 費 用

物 流 事 業 費 用 24,741,835

海 運 事 業 費 用 9,430,613

不 動 産 事 業 費 用 107,887 34,280,337

営 業 総 利 益

物 流 事 業 総 利 益 2,647,898

海 運 事 業 総 利 益 809,060

不 動 産 事 業 総 利 益 298,628 3,755,587

販売費及び一般管理費 3,036,115

営 業 利 益 719,472

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,831

受 取 配 当 金 59,102

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 19,523

そ の 他 112,797 204,253

営 業 外 費 用

支 払 利 息 111,719

そ の 他 50,775 162,494

経 常 利 益 761,231

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 16,689

投 資 有 価 証 券 売 却 益 79,700 96,389

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 3,631

減 損 損 失 28,395

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 22,549 54,576

税金等調整前当期純利益 803,044

法人税、住民税及び事業税 382,579

法 人 税 等 調 整 額 △104,560 278,018

当 期 純 利 益 525,026

非支配株主に帰属する当期純利益 19,955

親会社株主に帰属する当期純利益 505,070
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

　 （単位:千円）

株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,294,985 1,506,024 10,307,740 △313,497 13,795,251

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △139,051 　 △139,051

連結子会社の決算期変更に伴う増減 1,537 1,537

親会社株主に帰属する当期純利益 　 505,070 　 505,070

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純額) 　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 － － 367,556 － 367,556

当 期 末 残 高 2,294,985 1,506,024 10,675,296 △313,497 14,162,808

　
（単位:千円）

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 572,566 26,983 △163,618 435,931 117,869 14,349,052

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 － 　 △139,051

連結子会社の決算期変更に伴う増減 － 1,476 3,014

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 － 　 505,070

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純額) 230,784 △12,247 17,406 235,943 19,029 254,973

当 期 変 動 額 合 計 230,784 △12,247 17,406 235,943 20,506 624,007

当 期 末 残 高 803,351 14,735 △146,211 671,875 138,376 14,973,059

― 24 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 17時35分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 注 記 表
　

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

　 該当事項はありません。
　
Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　１．連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数 ９社

会社名 近畿港運㈱、イースタンマリンシステム㈱、豊前久保田海運㈱、

東カイウン商事㈱、アヅマ・ロジテック㈱、AZM MARINE S.A.、

関東エアーカーゴ㈱、タンデム・ジャパン㈱、

東華貨運代理(青島)有限公司
　

　 (2) 非連結子会社の名称等

会社名 SIAM AZUMA MULTI-TRANS CO.,LTD.、

AZUMA TRANSPORT SERVICES (Thailand) CO.,LTD.、

AZUMA CIS LLC、AZUMA SHIPPING MONGOLIA LLC、

TANDEM GLOBAL LOGISTICS MONGOLIA LLC、

Win Azuma Logistics (Myanmar) Co.,Ltd.

（連結の範囲から除いた理由）

　当該非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、営業収益、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
　

　２．持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法適用の非連結子会社の数 ２社

会社名 SIAM AZUMA MULTI-TRANS CO.,LTD.、

AZUMA TRANSPORT SERVICES (Thailand) CO.,LTD.

　 (2) 持分法適用の関連会社の数 ４社

会社名 原田荷役㈱、横浜液化ガスターミナル㈱、

TANDEM HOLDING (HK) LTD.、

トランスロシアエージェンシージャパン㈱
　

　 (3) 持分法を適用しない主要な会社名等

会社名 青島運東儲運有限公司、TANDEM GLOBAL LOGISTICS (NL) B.V.

（持分法の範囲から除いた理由）

　持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。
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　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、東華貨運代理(青島)有限公司の決算日は12月31日でありま

す。

なお、連結計算書類の作成にあたっては、連結子会社の決算日現在の計算書類

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行うこととしております。

　従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、タンデム・ジャパン㈱に

ついては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行うこととしておりましたが、当該子会社が決

算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成28年４月１日から

平成29年３月31日までの12ヶ月間を連結しております。

なお、平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３ヶ月間の損益について

は、利益剰余金に計上しております。

　４．会計方針に関する事項

　 (1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。

　 ② たな卸資産

　 貯蔵品

　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ

ております。
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　 (2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法を採用しております。

　なお、船舶、東雲ビルの資産及び平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しております。

　 主な資産別の耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物 ５年～52年

　 船舶 10年～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 ③ リース資産

イ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用して
おります。

ロ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっ
ております。

　 (3) 引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年
度の負担額を計上しております。

　 ③ 特別修繕引当金

　船舶の定期修繕に備えるため、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将
来の修繕見込みを加味して計上しております。
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　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による按分額を定額法によりそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。

　 ③ 小規模企業等における簡便法の適用

　当社の一部及び連結子会社の退職給付制度は、退職給付に係る負債及び退
職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 (5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

5．追加情報

　 繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

Ⅲ．会計方針の変更に関する注記

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係

る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年

６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更に伴う当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響は軽微であります。
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Ⅳ. 連結貸借対照表に関する注記

　１．担保提供資産

　 担保に供している資産は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 1,955,396千円

機械装置及び運搬具 6,449千円

船 舶 1,937,744千円

土 地 3,130,357千円

その他（有形固定資産） 5,039千円

その他（無形固定資産） 429千円

投 資 有 価 証 券 736,138千円

計 7,771,555千円

　 担保付債務は次のとおりであります。

短 期 借 入 金 165,468千円

その他（流動負債) 82,222千円

長 期 借 入 金 1,879,495千円

その他（固定負債) 205,569千円

計 2,332,754千円

この他、上記資産の一部は銀行取引全般に対し担保に供しており、当該極度額
は4,566,138千円であります。

　

２．有形固定資産の減価償却累計額 24,278,105千円
　

３．保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり保証を
行っております。

夢洲コンテナターミナル㈱ 1,025,952千円

㈱ワールド流通センター 43,200千円

計 1,069,152千円
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項
　

当連結会計
年度期首株式数

(株)

当連結会計年度
増加株式数

(株)

当連結会計年度
減少株式数

(株)

当連結会計
年度末株式数

(株)

発行済株式

　普通株式 28,923,000 － － 28,923,000

　

　２．配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 83,431 ３ 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年10月31日
取 締 役 会

普通株式 55,620 ２ 平成28年９月30日 平成28年12月１日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

決議
株式の
種 類

配当の原資
配当金
の総額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成29年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 83,431 ３ 平成29年３月31日 平成29年６月30日

　３．新株予約権の目的となる株式の種類及び数に関する事項

　 該当事項はありません。

Ⅵ. 金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に物流事業・海運事業・不動産事業を行うための設備投

資計画に照らし、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

　一時的な余資は、短期的な預金等、安全性の高い金融資産で運用し、また、

短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、借入

金の金利変動リスク、外貨建債権債務の為替変動リスクを回避するために利用

し、投機的な取引は行わない方針であります。
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　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先毎の期日

管理、外部調査機関を利用した与信限度額設定による残高管理を行っておりま

す。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて同様のリスク管理を

行っております。また、グローバルに事業を展開していることから生じている

外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、ヘッジ手段

として先物為替予約を必要に応じて利用することとしております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。当

社の保有する株式は主に業務上の関係を有するものであります。当該リスクに

関しては、定期的に時価を把握し担当役員及び関係部署に報告されております。

連結子会社の保有する株式についても、当社に準じたリスク管理を行っており

ます。

　営業債務である営業未払金は、全て１年以内の支払期日であります。また、

その一部には、外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております

が、恒常的に同じ外貨建ての営業未収金残高の範囲内にあります。また、ヘッ

ジ手段として先物為替予約を必要に応じて利用することとしております。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る運転資金としての資金調達

であり、長期借入金（原則として10年以内）は主に設備投資に係る資金調達で

あります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、こ

のうち長期借入金については、支払金利の変動リスクを回避するために、必要

に応じてデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用する

こととしております。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金

の調達を目的としたものであり、償還日は連結決算日後最長で７年８ヶ月後で

あります。

　営業未払金、借入金及びリース債務につきましては、流動性リスクに晒され

ておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの

方法により管理しております。

　 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価

額が変動することもあります。

　 (4) 信用リスクの集中

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち15.0%が特定の大口顧客に対す

るものであります。
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　２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

連結貸借対照表
計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 3,992,753 3,992,753 －

(2) 受取手形及び営業未収金 6,685,723 6,685,723 －

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 1,894,275 1,894,275 －

資産計 12,572,753 12,572,753 －

(1) 営業未払金 4,003,157 4,003,157 －

(2) 短期借入金 2,714,000 2,714,000 －

(3) 長期借入金 7,615,213 7,735,211 119,998

(4) リース債務 1,313,809 1,296,762 △17,046

負債計 15,646,180 15,749,132 102,952

(注)１ 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　 資 産
　 (1) 現金及び預金、及び(2) 受取手形及び営業未収金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　 (3) 投資有価証券
　これらの時価について、上場株式はその取引所の価格によっております。

　 負 債
　 (1) 営業未払金、及び(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　 (3) 長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)
　長期借入金の時価については、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期
借入金の元利金の合計額を同様の新規借入において想定される利率で割り引いて現在価値を
算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状
態は借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられ
るため、当該帳簿価額によっております。

　 (4) リース債務
　リース債務の時価については、当該リース債務の元利金の合計額を同様の新規リース取引を
行った場合に想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(注)２ 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,377,133千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産
(3)投資有価証券」には含めておりません。
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Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記

　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、京浜地区その他の地域において、賃貸収益を得る

ことを目的として賃貸住宅、賃貸倉庫及び賃貸駐車場を所有しております。

　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

6,010,075 9,456,067

(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。

(注)２ 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価
書に基づく金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した
金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 533円42銭

２．１株当たり当期純利益金額 18円16銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
　

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 9,413,727 流 動 負 債 9,954,623

　現 金 及 び 預 金 2,415,958 　営 業 未 払 金 3,354,971

　受 取 手 形 502,722 　短 期 借 入 金 2,714,000

　営 業 未 収 金 5,172,507 　一年以内返済長期借入金 1,750,000

　貯 蔵 品 128,212 　リ ー ス 債 務 331,350

　前 払 費 用 114,293 　未 払 金 112,845

　短 期 貸 付 金 536,809 　未 払 法 人 税 等 204,462

　未 収 入 金 81,463 　未 払 消 費 税 等 3,766

　未 収 還 付 法 人 税 等 5,617 　未 払 費 用 327,937

　仮 払 金 24,868 　前 受 金 140,976

　立 替 金 262,168 　預 り 金 702,313

　繰 延 税 金 資 産 170,089 　賞 与 引 当 金 312,000

貸 倒 引 当 金 △983 固 定 負 債 6,956,980

固 定 資 産 20,851,666 　長 期 借 入 金 3,625,000

有 形 固 定 資 産 14,624,274 　リ ー ス 債 務 668,033

　 建 物 4,097,559 　長 期 未 払 金 229,804

　 構 築 物 142,590 　長 期 預 り 保 証 金 248,274

　 機 械 装 置 36,964 　繰 延 税 金 負 債 921,431

　 船 舶 121,045 　退 職 給 付 引 当 金 1,105,703

　 車 両 運 搬 具 4,955 　特 別 修 繕 引 当 金 21,250

　 工具、器具及び備品 31,490 　資 産 除 去 債 務 106,812

　 土 地 9,563,125 　そ の 他 固 定 負 債 30,671

　 リ ー ス 資 産 625,805 負 債 合 計 16,911,603

　 建 設 仮 勘 定 739 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 1,715,753 株 主 資 本 12,555,571

　 借 地 権 1,303,685 　資 本 金 2,294,985

　 電 話 加 入 権 21,213 　資 本 剰 余 金 1,506,024

　 ソ フ ト ウ ェ ア 99,049 　資 本 準 備 金 1,505,865

　 施 設 利 用 権 18,725 　そ の 他 資 本 剰 余 金 159

　 リ ー ス 資 産 273,080 利 益 剰 余 金 9,068,060

投資その他の資産 4,511,639 　利 益 準 備 金 300,000

　 投 資 有 価 証 券 2,741,215 　そ の 他 利 益 剰 余 金 8,768,060

　 関 係 会 社 株 式 748,868 配当準備積立金 280,000

　 出 資 金 9,392 　 土地圧縮積立金 1,891,550

　 関 係 会 社 出 資 金 73,386 固定資産圧縮積立金 392,743

　 長 期 貸 付 金 726,566 別 途 積 立 金 3,900,000

　 長 期 前 払 費 用 3,574 繰越利益剰余金 2,303,765

　 そ の 他 投 資 256,495 自 己 株 式 △313,497

　 貸 倒 引 当 金 △47,860 評価・換算差額等 798,218

　その他有価証券評価差額金 798,218

純 資 産 合 計 13,353,790

資 産 合 計 30,265,394 負 債 純 資 産 合 計 30,265,394
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで） (単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益

物 流 事 業 収 益 21,294,277

海 運 事 業 収 益 10,239,674

不 動 産 事 業 収 益 439,444 31,973,396

営 業 費 用

物 流 事 業 費 用 19,059,993

海 運 事 業 費 用 9,545,439

不 動 産 事 業 費 用 107,887 28,713,321

営 業 総 利 益

物 流 事 業 総 利 益 2,234,284

海 運 事 業 総 利 益 694,234

不 動 産 事 業 総 利 益 331,556 3,260,075

販売費及び一般管理費 2,666,118

営 業 利 益 593,957

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23,910

受 取 配 当 金 78,263

そ の 他 の 営 業 外 収 益 105,173 207,346

営 業 外 費 用

支 払 利 息 64,045

そ の 他 の 営 業 外 費 用 47,205 111,250

経 常 利 益 690,053

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 14,599 14,599

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 3,631

減 損 損 失 28,395

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 18,773 50,800

税引前当期純利益 653,852

法人税、住民税及び事業税 302,031

法 人 税 等 調 整 額 △52,405 249,626

当 期 純 利 益 404,226
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金
その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 2,294,985 1,505,865 159 1,506,024 300,000 8,502,885 8,802,885

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 － 　 △83,431 △83,431

剰余金の配当（中間配当) 　 　 　 － 　 △55,620 △55,620

当 期 純 利 益 　 　 　 － 　 404,226 404,226

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

　 　 　 － 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 265,174 265,174

当 期 末 残 高 2,294,985 1,505,865 159 1,506,024 300,000 8,768,060 9,068,060

（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △313,497 12,290,397 567,314 567,314 12,857,712

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 △83,431 　 － △83,431

剰余金の配当（中間配当) 　 △55,620 　 － △55,620

当 期 純 利 益 　 404,226 　 － 404,226

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

　 － 230,903 230,903 230,903

当 期 変 動 額 合 計 － 265,174 230,903 230,903 496,077

当 期 末 残 高 △313,497 12,555,571 798,218 798,218 13,353,790
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(注) その他利益剰余金の内訳

（単位：千円）

配当準備
積 立 金

土地圧縮
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

合 計

当 期 首 残 高 280,000 1,891,550 420,788 3,900,000 2,010,547 8,502,885

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △83,431 △83,431

剰余金の配当（中間配当) 　 　 　 　 △55,620 △55,620

固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 △28,044 　 28,044 －

当 期 純 利 益 　 　 　 　 404,226 404,226

当 期 変 動 額 合 計 － － △28,044 － 293,218 265,174

当 期 末 残 高 280,000 1,891,550 392,743 3,900,000 2,303,765 8,768,060
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個 別 注 記 表
　

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

　 該当事項はありません。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって
おります。
　

　２．固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く)
　 定率法を採用しております。

　なお、船舶、東雲ビルの資産及び平成10年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

　 主な資産別の耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物 ５年～52年
　 船舶 15年
　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

　 (3) リース資産
　 ① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用してお
ります。

　 ② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によって
おります。
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　３．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負
担額を計上しております。

　 (3) 退職給付引当金
　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による按分額を定額法によりそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。

　 ③ 簡便法の適用
当社の一部の退職給付制度は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

　 (4) 特別修繕引当金
　船舶の定期修繕に備えるため、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将来
の修繕見込みを加味して計上しております。
　

　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　

　５．追加情報

　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

Ⅲ．会計方針の変更に関する注記

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する
実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、
平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定
率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更に伴う当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に
与える影響は軽微であります。
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記

　１．担保提供資産
　 担保に供している資産は次のとおりであります。

建 物 1,915,659千円

構 築 物 26,120千円

機 械 装 置 6,449千円

車 両 運 搬 具 0千円

工具、器具及び備品 5,039千円

土 地 2,874,426千円

施 設 利 用 権 429千円

投 資 有 価 証 券 736,138千円

計 5,564,263千円
　

　 担保付債務は次のとおりであります。
未 払 金 82,222千円

長 期 未 払 金 205,569千円

計 287,791千円
　この他、上記資産の一部は銀行取引全般に対し担保に供しており、当該極度額
は4,466,138千円であります。

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 17,900,627千円

　
３．保証債務

　 保証債務は次のとおりであります。
　 金融機関等からの借入金に対する保証

関東エアーカーゴ㈱ 75,000千円

夢洲コンテナターミナル㈱ 1,015,897千円

㈱ワールド流通センター 43,200千円

イースタンマリンシステム㈱ 2,044,963千円

計 3,179,060千円
　
４．関係会社に対する短期金銭債権 1,242,527千円

　

５．関係会社に対する短期金銭債務 474,766千円
　

６．関係会社に対する長期金銭債権 741,013千円

　

Ⅴ．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高
　 営業取引による取引高
　 営業収益 9,513,114千円

　 営業費用 3,906,756千円

　 営業取引以外の取引による取引高 57,921千円
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Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

当事業年度
期首株式数

(株)

当事業年度
増加株式数

(株)

当事業年度
減少株式数

(株)

当事業年度末
株式数
(株)

自己株式

　普通株式 1,112,663 － － 1,112,663

Ⅶ．税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　
　 1. 流動資産

　繰延税金資産

　 賞与引当金 95,503千円

　 前払費用損金不算入額 39,663千円

　 未払事業税 17,117千円

賞与引当金に係る社会保険料 13,325千円

　 未払事業所税 2,707千円

　 その他 1,771千円

　繰延税金資産合計 170,089千円
　

　 2. 固定資産・負債
　繰延税金資産

　 退職給付引当金 336,116千円

　 ゴルフ会員権評価損 50,826千円

　 投資有価証券評価損 132,898千円

　 関係会社出資金評価損 22,826千円

　 土地評価損 62,817千円

　 減損損失 46,344千円

　 貸倒引当金 14,838千円

　 その他 12,653千円

　繰延税金資産小計 679,322千円

　評価性引当額 △285,028千円

　繰延税金資産合計 394,293千円
　

　繰延税金負債

　 土地圧縮積立金 △825,413千円

　 固定資産圧縮積立金 △171,506千円

　 その他有価証券評価差額金 △318,805千円

　繰延税金負債合計 △1,315,725千円

　繰延税金負債の純額 △921,431千円
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Ⅷ．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、営業用車両、事務機器等の一部について
は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

　

Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記

　１．親会社及び主要株主（会社等に限る）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

太 平 洋
セメント
株式会社

東京都
港 区

86,174,248
セメントの
製造及び
販 売 業

被所有
直接39.92

製品及び
原 料 の
輸 送 等

製品及び
原 料 の
輸 送 等

9,237,663
営 業
未収金

994,870

(注)１ 上記取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。
(注)２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

製品及び原料の輸送等の料金については、各輸送品目又は輸送形態毎に以下のとおりに取り決
めております。

(1) セメント専用船による海上輸送料金については、輸送原価を勘案して当社見積料金を提示
し、毎期料金交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

(2) 一般貨物船による海上輸送料金及びセメント関連製品の陸上輸送料金については、各品目毎
の輸送運賃を提示し、毎期料金交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

(3) ＳＳ（サービス・ステーション）作業管理料金については、市場価格、管理原価を勘案して
当社見積料金を提示し、毎期料金交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

　

　２．子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

イースタン
マリンシステム
株式会社

大分県
大分市

50,000船舶貸渡業
所有
直接100

船舶借受
役員の兼任なし

債務保証 2,044,963 － －

AZM MARINE
S.A.

Republic of
Panama

111外航海運業
所有
直接100

資金の援助
役員の兼任なし

資金の回収 70,000
短 期
貸 付 金

70,000

利息の受取 7,206
長 期
貸 付 金

507,500

(注)１ イースタンマリンシステム㈱の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。
なお、保証料の受取はありません。

(注)２　AZM MARINE S.A.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条
件は期間10年としております。なお、担保の受入はありません。
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　３．その他の関係会社の子会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期 末 残 高

(千円)

その他の
関係会社の
子会社

クリオン
株式会社

東京都
江東区

3,075,141
軽量気泡
コンクリート
の製造及び施工

所有
直接0.13

製品及び
原料の輸送

製品及び
原料の輸送

2,648,924

受 取
手 形

274,078

営 業
未収金

227,113

太 平 洋
マテリアル
株式会社

東京都
江東区

1,631,000
セメント関連製品
及び原料の販売

－
船舶等の燃料
の購入等

燃 料 代 858,773
営 業
未払金

206,925

　

(注)１　上記取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。
(注)２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 製品及び原料の輸送料金については、市場価格、輸送原価を勘案して当社見積料金を提示
し、毎期料金交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

(2) 燃料代については、市場価格を勘案し、毎期価格交渉の上、決定しております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 480円17銭

２．１株当たり当期純利益金額 14円54銭

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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連結計算書類に係る会計監査報告

　

独立監査人の監査報告書

平成29年５月25日

東 海運株式会社

取締役会 御中

有限責任あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 武 久 善 栄 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 関 根 義 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東 海運株式会社の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す

ることを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、東 海運株式会社及び連結子会社からな

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書

平成29年５月25日

東 海運株式会社

取締役会 御中

有限責任あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 武 久 善 栄 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 関 根 義 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東 海運株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第116期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。
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監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法

人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監査報告書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第116期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。
また子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監
査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については取締役等及び有限責任あず
さ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び
その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘
すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

平成29年５月29日

東 海運株式会社監査役会
　

常勤監査役(社外監査役) 松 本 一 朗 ㊞

社 外 監 査 役 齋 藤 宏 ㊞

監 査 役 佐 藤 忠 弘 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
　

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の剰余金の処分につきましては、安定的な配当の維持、経営体質の強化と

今後の事業展開等を勘案し、下記のとおりといたしたいと存じます。

なお、期末配当金につきましては、１株当たり３円といたしたいと存じます。

これにより、当期の年間配当金は、すでにお支払しております中間配当金を含め、

１株当たり５円となります。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円 総額83,431,011円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日
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第２号議案 取締役10名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（11名）の任期が満了いたしま

す。

つきましては、取締役10名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

１

長　島　康　雄
なが しま やす お

(昭和31年10月19日)

昭和54年４月 当社入社

44,300株

平成20年６月 当社経理部長

平成23年６月 当社執行役員国内営業部長

平成24年４月 当社執行役員営業推進部長

平成25年４月 当社常務執行役員

平成25年６月 当社取締役常務執行役員

平成29年４月 当社代表取締役社長（現在に至る）

【担当】

営業本部

[取締役候補者とした理由]
　当社の財務・会計部門、事業部門及び営業部門において、豊富な業務経験と知
識を有するとともに、平成25年より当社取締役常務執行役員に就任し、平成29年
４月より代表取締役社長に就任しております。引き続き、当社の取締役として、
その知見を活かしていけるものと判断しております。

２

壁　谷　泰　雄
かべ や やす お

(昭和28年１月22日)

昭和50年４月 当社入社

18,485株

平成17年７月 当社関東事業部長

平成20年６月 当社取締役京浜事業部長

平成24年４月 当社取締役

平成24年６月 当社常務取締役

平成25年４月 当社代表取締役社長

平成29年４月 当社取締役会長(現在に至る)

[取締役候補者とした理由]
　当社の事業部門、営業部門及び企画部門において、豊富な業務経験と知識を有
するとともに、平成20年の当社取締役就任以来、常務取締役、代表取締役社長を
歴任、平成29年４月より取締役会長に就任しております。引き続き、当社の取締
役として、その知見を活かしていけるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

３

森
もり

　泉
いずみ

　祐　輔
ゆう すけ

(昭和30年２月18日)

昭和52年４月 大阪商船三井船舶株式会社入社

25,500株

平成21年４月 当社入社

平成21年６月 当社執行役員

平成21年７月 当社執行役員海外企画部長

平成23年６月 当社取締役海外企画部長

平成25年４月 当社取締役常務執行役員海外企画部

長

平成27年４月 当社取締役常務執行役員（現在に至

る）

【担当】

海外企画部

[取締役候補者とした理由]
　株式会社商船三井の海外部門、営業部門、財務・会計部門及び海外現地法人の
経営並びに当社の海外部門において、豊富な業務経験と知識を有するとともに、
平成23年、当社取締役に就任し、平成25年より取締役常務執行役員に就任してお
ります。引き続き、当社の取締役として、その知見を活かしていけるものと判断
しております。

４

山　崎
やま ざき

　隆
りゅう

　平
へい

(昭和29年11月13日)

昭和54年４月 小野田セメント株式会社入社

3,042株

平成15年７月 太平洋セメント株式会社ダクタル事

業推進室長

平成16年４月 同社建材カンパニーダクタル営業部

長

平成22年６月 当社入社

当社執行役員経営企画部長

平成24年６月 当社取締役経営企画部長

平成25年４月 当社取締役常務執行役員経営企画部

長

平成26年７月 当社取締役常務執行役員（現在に至

る）

【担当】

経営戦略部、監査部、総務法務部、

アグリ事業推進部

[取締役候補者とした理由]
　太平洋セメント株式会社の管理部門及び営業部門並びに当社の管理部門におい
て、豊富な業務経験と知識を有するとともに、平成24年、当社取締役に就任し、
平成25年より取締役常務執行役員に就任しております。引き続き、当社の取締役
として、その知見を活かしていけるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

５

前　田　安　彦
まえ だ やす ひこ

(昭和31年12月６日)

昭和54年４月 当社入社

19,185株

平成19年10月 当社営業推進部長

平成20年６月 当社海運事業部長

平成24年４月 当社執行役員海運事業部長

平成25年４月 当社常務執行役員海運事業部長

平成25年６月 当社取締役常務執行役員海運事業部

長

平成26年７月 当社取締役常務執行役員（現在に至

る）

【担当】

京浜事業部、中部事業部、九州事業

部、海運事業部、東京陸運事業部

[取締役候補者とした理由]

　当社の事業部門、営業部門及び海外現地法人の経営において、豊富な業務経験

と知識を有するとともに、平成25年より当社取締役常務執行役員に就任しており

ます。引き続き、当社の取締役として、その知見を活かしていけるものと判断し

ております。

６

菊　池　直　樹
きく ち なお き

(昭和32年６月８日)

昭和56年４月 当社入社

4,142株

平成25年４月 当社執行役員九州事業部長

平成27年６月 当社取締役執行役員九州事業部長

平成28年４月 当社取締役執行役員物流営業部長

平成29年４月 当社取締役執行役員営業本部長（現

在に至る）

【担当】

関東事業部

[取締役候補者とした理由]

　当社の事業部門、海外部門及び営業部門において、豊富な業務経験と知識を有

するとともに、平成27年より当社取締役執行役員に就任しております。引き続き、

当社の取締役として、その知見を活かしていけるものと判断しております。

７

柳
やなぎ

　田
だ

　祥
しょう

　一
いち

　
　

(昭和34年１月31日)

昭和56年４月 当社入社

17,000株

平成24年４月 当社執行役員京浜事業部長

平成27年６月 当社取締役執行役員京浜事業部長

（現在に至る）

[取締役候補者とした理由]

　当社の事業部門において、豊富な業務経験と知識を有するとともに、平成27年

より当社取締役執行役員に就任しております。引き続き、当社の取締役として、

その知見を活かしていけるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

８

斯
し

　波
ば

　伸
のぶ

　宏
ひろ

　
　

(昭和34年２月２日)

昭和58年４月 当社入社

3,000株

平成23年10月 当社環境営業部長

平成25年４月 当社執行役員東京陸運事業部長

平成26年４月 当社執行役員関東事業部長（現在に

至る）

【重要な兼職の状況】

横浜液化ガスターミナル株式会社代

表取締役副社長
[取締役候補者とした理由]
　当社の財務・会計部門、事業部門及び営業部門において、豊富な業務経験と知
識を有しており、当社の取締役として、その知見を活かしていけるものと判断し
ております。

９

彌　冨　悠　子
いや どみ ゆう こ

(昭和20年２月４日)

昭和59年４月 弁護士登録

加嶋法律事務所入所（現在に至る）

0株

平成27年６月 当社取締役（現在に至る）

【重要な兼職の状況】

弁護士

[社外取締役候補者とした理由]
　長年にわたる弁護士活動を通して、企業法務と経営実務に関する幅広い見識を
有するとともに、平成27年より当社社外取締役に就任しております。引き続き、
当社の社外取締役として、その職務を適切に遂行していただけるものと判断して
おります。

１０

大　杉　秀　雄
おお すぎ ひで お

(昭和21年６月19日)

平成22年７月 公認会計士大杉秀雄事務所開業（現

在に至る）

0株

平成28年６月 当社取締役（現在に至る）

【重要な兼職の状況】

公認会計士

[社外取締役候補者とした理由]
　長年にわたる公認会計士としての豊富な業務経験を通して、企業財務及び会計
に関する幅広い見識を有するとともに、平成28年より当社社外取締役に就任して
おります。引き続き、当社の社外取締役として、その職務を適切に遂行していた
だけるものと判断しております。

（注）1.候補者斯波伸宏氏が代表取締役副社長を務める横浜液化ガスターミナル株式会社に対し、当
社は、土地を賃貸しております。

　 2.他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3.候補者彌冨悠子氏及び大杉秀雄氏は、社外取締役候補者であります。なお、彌冨悠子氏及び
大杉秀雄氏は東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員として届け出て
おり、本定時株主総会で再任が承認された場合は、引き続き独立役員となる予定であります。

4.候補者彌冨悠子氏の当社社外取締役在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって２年で
あります。

5.候補者大杉秀雄氏の当社社外取締役在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって１年で
あります。

6.候補者彌冨悠子氏につきましては、業務上使用している氏名であり、上記のとおり表記して
おりますが、戸籍上の氏名は伊藤悠子氏であります。

7.当社と候補者彌冨悠子氏及び大杉秀雄氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、600万円又は同法第425条第１
項が規定する額のいずれか高い額に限定するものとしております。
また、上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意且つ重大な過失がないときに限るものとしております。
両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で上記責任限定契約を継続する予定でありま
す。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査体制の強化及び充実を図るため、監査役１名の増員をお願いするものであ

ります。

なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

滝　口　博　志
たき ぐち ひろ し

（昭和26年１月７日）

昭和44年４月 仙台国税局入局

0株

平成15年７月 渋谷税務署副署長

平成19年７月 東京国税局調査部統括国税調査官

平成23年７月 東京国税局退官

平成23年８月 滝口博志税理士事務所開業（現在に至

る）

【重要な兼職の状況】

税理士

[社外監査役候補者とした理由]

　税理士として、専門的な知識及び経験を有しており、また、財務・会計業務に精通

しております。同氏は会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、

社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

(注）1.候補者滝口博志氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.候補者滝口博志氏は、社外監査役候補者であります。本定時株主総会で就任が承認された場
合は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員として届け出る予定で
あります。

3.当社は、候補者滝口博志氏が社外監査役に就任された場合、同氏と会社法第427条第１項に定
める責任限定契約を締結する予定であります。
同契約の概要は、社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、
600万円又は同法第425条第１項が規定する額のいずれか高い額に限定するものとしておりま
す。
また、上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意且つ重大な過失がないときに限るものとしております。

　

　 以 上
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トルナーレ日本橋浜町

都営新宿線

●ロイヤルパークホテル

●セブンイレブン

●東京シティ
　　　 エアターミナル

●日本橋安田スカイゲート

清洲橋出口

清洲橋
清洲橋通り

隅田川

箱崎ＪＣＴ

●明治座 　　●

浜町公園

新
大
橋

新
大
橋
通り

都
営
浅
草
線

日
比
谷
線

人
形
町
通
り

半蔵門線
●Ａ1

●Ａ３

●５

Ａ２●

浜町

人
形
町

水
天
宮
前

日本橋浜町Ｆタワープラザ

●

定 時 株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

　 会場 東京都中央区日本橋浜町三丁目22番１号

　 日本橋浜町Ｆタワープラザ３階

　 Ｆタワープラザホール

　
● 半蔵門線
「水天宮前駅」下車５番出口より徒歩５分

● 都営浅草線
「人形町駅」 下車Ａ３出口より徒歩７分

● 日比谷線
「人形町駅」 下車Ａ１出口より徒歩６分

● 都営新宿線
「浜町駅」 下車Ａ２出口より徒歩５分
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